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研究要旨 

目的： 

運動器機能向上サービスを実施している通所介護施設（デイサービス）とそうでないデイサ

ービスに通所する要支援・介護認定者の1年間の介護度の変化を比較することで、その運動器

機能向上サービスの効果を検証した。 

方法： 

本研究には 10デイサービス 522名の協力が得られ、そのうち 6デイサービス 152名が運動

器機能向上サービスを実施しているデイサービス、4デイサービス 370名が非運動器機能向上

サービスであった。統計解析として、従属変数にそれぞれ 6ヶ月後および 12ヶ月後の介護度

の悪化を、説明変数として運動器機能向上サービスを実施している施設であるかどうか、それ

に調整変数として年齢、性別、利用開始時の要介護度を投入したロジスティック回帰分析を行

った。 

結果： 

6ヶ月間では運動器機能向上サービス実施の有無は有意な差を認めなかったが（OR=0.578、

95%CI: 0.199-1.681）、12ヶ月間では有意な差を認め運動器機能向上サービスを実施している

施設で介護度を抑制していた（OR=-0.380、95%CI: 0.165-0.873）。 

結語： 

運動器機能向上サービスを実施しているデイサービスを利用することで、通所開始より 6

ヶ月間の介護度の悪化の有意な抑制効果は認められなかったが、利用開始より 12ヶ月間の介

護度悪化は有意な抑制効果を認めた。 
 
 

A. 目的  

 近年、通所介護施設における運動器機能

向上が着目され、運動器機能向上サービス

の加算を算定できるようになった。しかし、

運動器機能向上サービスの効果は明確では

なく、介護度の悪化を予防したという報告

はない。そこで本研究では、運動器機能向

上サービスを実施している通所介護施設

（デイサービス）とそうでないデイサービ

スに通所する要支援・介護認定者の 6 ヶ月

間および 12 ヶ月間の介護度の変化を比較

することで、運動器機能向上サービスの効

果を検証した。  

  

B. 方法  

 対象者の取り込み基準はデイサービスに

通う、要支援 1,2 および要介護 1,2 の 65 歳

以上の高齢者である。除外基準は適切な運

動指導が受けられない状態の者（重度な認

知機能障害、それに重度な中枢神経障害等）

とした。  

 本研究には 10 デイサービス 522 名の協

力が得られ、そのうち 6 デイサービス 152

名（81.1±4.8 歳、女性率 53.5%）が運動器

機能向上サービスを実施しているデイサー

ビス、4デイサービス 370名（83.8±5.3歳、



女性率 75.2%）が非運動器機能向上サービ

スであった。  

 本研究では、運動器機能向上サービスを

実施しているデイサービスの定義を、レジ

スタンストレーニングを含む 60 分以上の

運動を提供していることとした。運動器機

能向上サービスの内容は、ウォーキング、

ストレッチ、上肢・下肢・体幹のレジスタ

ンストレーニング（ウェイト、ゴムバンド

などを利用）、踏み台昇降運動、それにバラ

ンストレーニング等である。  

 一方で、運動器機能向上サービスを実施

していないサービスの定義は、特別な運動

指導を実施していないこととした。なお、

レクレーションなどで行う手遊びや軽微な

リズム体操程度であれば運動とみなさない

こととした。  

 アウトカムは介護度の変化であり、デイ

サービス利用開始から 6 ヶ月後、および 12

ヶ月後の介護度 2 以上の悪化（例、要支援

2 から要介護 2）とした。  

 統計解析としては、従属変数にはそれぞ

れ 6ヶ月後および 12ヶ月後の介護度の悪化

を、説明変数として運動器機能向上サービ

スを実施している施設であるかどうか、そ

れに調整変数として年齢、性別、利用開始

時の要介護度を投入したロジスティック回

帰分析を行った。  

 

C. 結果  

デイサービス利用開始より 6ヶ月間で 17

名（3.3%）、12 ヶ月間では 28 名（5.4%）

で介護度が悪化した。6 ヶ月間で介護度が

悪化したのは、運動器機能向上サービスを

実施している施設で 11 名（3.0%）、非実施

施設では 6 名（3.9%）であり、利用開始よ

り 6 ヶ月間の介護度の悪化に有意な差は認

め な か っ た （ RR=0.746 、 95%CI: 

-0.271-2.054）。利用開始より 12 ヶ月間で

介護度が悪化したのは、運動器機能向上サ

ービスを実施している施設で 16名（4.3%）、

非実施施設では 12 名（7.8%）であり、12

ヶ月間の検討では運動器機能向上サービス

を実施している施設では抑制傾向にあった

（ 12 ヶ 月 間 ： RR=0.531 、 95%CI: 

0.245-1.151）。その他、6 ヶ月間および 12

ヶ月間ともに、後期高齢者であるかどうか

（6 ヶ月間：RR=1.011、95%CI: 0.130-7.879、

12ヶ月間：RR=0.500、95%CI: 0.142-1.756）、

女性であるかどうか（6 ヶ月間：RR=0.750、

95%CI: 0.285-1.976、12ヶ月間：RR=0.889、

95%CI: 0.412-1.919）、開始時に要介護 1 お

よび 2であるかどうか（6ヶ月間：RR=0.544、

95%CI: 0.189-1.567、12ヶ月間：RR=0.517、

95%CI: 0.223-1.196）ということに関して

は全て有意な差は認めなかった。  

 ロジスティック回帰分析により、年齢、

性別、介護度で調整した結果、6 ヶ月間で

は運動器機能向上サービスの有無は有意な

差を認めなかったが（OR=0.578、95%CI: 

0.199-1.681）、12 ヶ月間では有意な差を認

め運動器機能向上サービスを実施している

施 設 で 有 意 に 介 護 度 を 抑 制 し て い た

（OR=-0.380、95%CI: 0.165-0.873）。  

 

D. 考察  

 本研究の結果より、運動器機能向上サ

ービスを実施しているデイサービスに通所

することで、利用開始より 6 ヶ月間におけ

る介護度悪化の抑制効果は認められなかっ

たが、利用開始より 12 ヶ月間の介護度悪化

に対しては有意な抑制効果を認めた。我々

が実施した先行研究では、要支援・要介護

認定を受けた虚弱高齢者であっても 1 年間

に渡って継続的に運動介入を行うことで、

筋量増加や運動機能向上効果を認めること

が明らかになっている。つまり、運動器機

能向上サービスを実施しているデイサービ



スでは、これら運動器の機能向上が得られ

たために利用開始 12 ヶ月間の介護度悪化

を抑制した可能生がある。  

6 ヶ月間で有意な抑制効果が得られなか

った可能生としては、一つに介護度が悪化

した高齢者が少なく統計学的パワーが小さ

かったこと、もう一つに虚弱高齢者におけ

る運動器の機能向上には 6 ヶ月間の運動介

入では効果が得られにくく、12 ヶ月間の運

動介入が必要であったことなどが挙げられ

る。なお、1 年以上の運動介入継続による

効果は不明であり、今後継続して調査を行

う必要がある。  

 

E. 結語  

運動器機能向上サービスを実施している

デイサービスに通所することで、利用開始

より 6 ヶ月間の介護度の悪化の有意な抑制

効果は認められなかったが、利用開始より

12 ヶ月間の介護度悪化は有意な抑制効果

を認めた。  
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G. 知的財産権の出願・登録状況  
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6ヶ月間

悪化率 RR 95%信頼区間 P値 OR 95%信頼区間 P値
運動器機能向上サービス実施 無し 3.9% 1 ref 1 ref

有り 3.0% 0.746 0.271-2.054 0.371 0.578 0.199-1.681 0.314
性別 男性 3.8% 1 ref 1 ref

⼥性 2.9% 0.750 0.285-1.976 0.365 0.666 0.247-1.798 0.423
後期高齢者 後期 3.3% 1 ref 1 ref

前期 3.2% 1.011 0.130-7.879 0.733 0.888 0.111-7.076 0.911
要介護 要支援 4.2% 1 ref 1 ref

要介護 2.2% 0.544 0.189-1.567 0.187 0.478 0.161-1.420 0.478

単変量解析 多変量解析

 
 
12ヶ月間

悪化率 RR 95%信頼区間 P値 OR 95%信頼区間 P値
運動器機能向上サービス実施 無し 7.8% 1 ref 1 ref

有り 4.3% 0.531 0.245-1.151 0.082 0.380 0.165-0.873 0.038
性別 男性 5.7% 1 ref 1 ref

⼥性 5.1% 0.889 0.412-1.919 0.455 0.739 0.334-1.639 0.457
後期高齢者 後期 5.1% 1 ref 1 ref

前期 9.7% 0.500 0.142-1.756 0.226 0.384 0.106-1.397 0.384
要介護 要支援 6.7% 1 ref 1 ref

要介護 3.6% 0.517 0.223-1.196 0.083 0.397 0.165-0.954 0.039

単変量解析 多変量解析

 
 


